新幹線・総合交通対策等特別委員会での質問のために
２０１３年７月２５日　日本共産党・火爪弘子

（並行在来線の施設更新、検査・保守計画について）

鉄道事業の最大の使命は、安全運行である。その点で、施設の修繕・更新の費用が経営上大きな負担となることから、経営分離前にどこまで施設の更新を行うのか、経営分離後の１０年間はどの程度の施設維持・更新費がかかるのかを明らかにするよう求めてきた。第三者機関に、施設の総点検を依頼し、検査と修繕計画を作るなども提案してきたが、結局行われなかった。ＪＲからの出向者などとともに県が、その計画を立てるとのことであったと思う。この点で、６月議会の答弁をふまえて、少し突っ込んだ形で聞いておきたい。
まず、一つの例としてコンクリート柱の更新について、確認したい。

コンクリート柱の寿命は、６０年と言われるそうで、２００３年の資料によれば県内４６０８本の柱のうち、１９６９年以前に建設されたものが７２％ある。うち６４年以前のものも２８.６２％。このうち、経営分離前に何本が更新される計画で、その費用はいくら位になるのか。
６月議会の予算特別委員会の答弁では、ヒビが入った電柱でも更新しないで「アミド繊維巻き立て工法と言われる耐震工事など、延命化で対応する」などとの答弁があった。しかし、経営分離前に延命化し更新を先送りすれば、結局経営分離後に更新しなくてはならないのではないか。経営分離後の更新費用を極力軽くすることにはならないではないか。むしろ前倒しで、経営分離前にＪＲに極力更新していただくべきではないのか。　　　　（総合交通政策室次長）
経営分離前にＪＲ西日本が１０億円分の施設の前倒し修繕・施設整備を行うとのことだが、その大まかな内訳はどうなっているのか。　（　　　同　　　　）
６月議会で、経営分離まで残り２年を切って、ＪＲでは人員体制が追い付かずに、必要な修繕や施設更新ができないまま期限を迎える可能性があるとの現場の声を紹介した。ＪＲには本来赤字の並行在来線を運営する社会的責任も、十分な体力もある。財政支援の交渉もこれで終わりにすべきではない。本格会社への資本参加、ないし経営安定基金への出資などを、引き続き求めるべきではないか。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（知事政策局長）
次に、経営分離後の検査・保守業務の計画について聞きたい。

平成２０年の鉄道統計年報によれば、いわて銀河鉄道の経費に占める人件費の占める割合は２６.８％で、修繕費が３４.４％にものぼることは、６月議会でも紹介した。貨物列車がたくさん走る区間は、修繕費負担もとりわけ大きい。県内区間の場合、経常経費５１億円のうち検査費用と修繕費用はどれだけ見積もっているのか。検査周期や検査の水準は絶対に下げてはならないと思うが、この点は約束できるか。（総合交通政策室次長）
現在の検査や保守業務のかなりの部分が、外部委託となっている。ＪＲは、「協力会社」に委託しているが、関連会社なのでチームとしての連携ができている。今度は、新幹線の検査・保守業務がここに加わるために、在来線部分の仕事が外されるのではないかという心配がある。自前で検査をするには、社員の増員が必要だ。引き続き、これまでと同じ業者への委託が望ましいと思うがどうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　同　　　）
（新湊大橋開通後の県営渡船の存続について）

　２年半前に県行革委員会が、「廃止」方針を打ち出した時から私は、県営渡船は存続すべきだと主張してきた。その際の質問への答弁は、「廃止ありきではない」というものだったと受け止めている。

　そこで、まず新湊大橋の自転車・歩行者専用道供用開始後、渡船の利用者数が減少したのかどうか確認しておきたい。昨年の年間利用者、昨年同時期の利用者数とあわせて問う。　　　　　　　　　　　　　　　　（　港湾課長　）
　射水市や地元住民などの要望・意見を、県はどう認識しているか。観光にもプラスになるとの意見も地元市議会ではあがっているようだが、何よりも地元住民の足を守るため、改めて県営渡船の存続を強く求め、見解を問う。
（　土木部長　）
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